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到達度評価と通信簿(四)
一佐賀県の小・中学校における通信簿の実態-
j無尾知
Attainment Evaluation and Report-Cards (W) 
…-Present State of Report-Cards at Elementary and Secondary Schools in Saga Prefectureー
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指導要録の改訂が行われる直前における佐賀県内小・中学校の通信簿(通知表)の実態を明らかに
することを目的として、 j悉皆調査を行った。佐賀県下の全公立小学校175校及び全公立中学校96校の
計271校(分校を除く)に対し、郵送で各校長宛に平成19年度用通知表(全学年分)のコピー(両面)
の送付を依頼したが、小学校121校(送付率69.1%)と中学校73校(送付率76.0%)の計194校(送付
率71.6%) より通知表の送付ーがあった。その結果、小学校では、観点別評舗のみを実施している学校
が9離を越えており、中学校では、すべての学校が総合評髄(総合評定)と観点別評価を併用してい
ること、小学校の観点別評価でも、学期ごとに観点が異なる到達度評髄形式は減少傾向にあること、
中学校の総合評舗では、評価基準や評値段措を明示していない通知表がかなり見られること、等が明
らかとなった。
問題と目的
平成20年1月の中央教育審議会答申を受け、同年3丹には、新学習指導要領が公示された。新学習指導
要領が全面実施されるのは、小学校が平成23年度から、中学校が平成24年度からであるが、今後はそれに
向けて、小・中学校の指導要録も改訂作業が進められていくはずである。指導要録が改訂されれば、それ
に伴って、小・中学校の通信簿(通知表)も何らかの変化が起こるだろう。
今回の諜査は、指導要録の改訂が行われる直前における佐賀県内小・中学校の通信簿(通知表)の実態、
を明らかにすることを目的とする。
筆者は過去4回(昭和54年度用、平成元年度用、平成9年度用、平成14年度用)に亘って、佐賀県の全
小・中学校における通知表の実態を調査したことがある(撫尾、1980:撫尾、1991:撫尾、1999:撫尾、 2004)。
それらの結果と比べて、平成19年度の佐費接小・中学校における通知表の実施形式や観点5.l1J評髄(到達度
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評価を含む)の実施状況等がどう変わったのか等を調査することが本研究の目的である。特に、平成13年
4月に通知された指導要録改訂の影響を見るために、平成15年7月に行った平成14年度用の通信簿(通知
表)の実態調査では、併せて評価改革作業の実態調査アンケートを行ったためか、通信簿(通知表)の送
付率が極めて低かった(小学校93校、 53.1%;中学校42校、 44.7%)ことから、平成13年改訂指導要録の
影響を改めて調査すると共に、この5年期で変化があったかどうかをも調査してみようと思った次第であ
る。
また、平成13年の指導要録改訂において、 il評定J(総合評髄、総合評定)の評舗基準が、中学校の必
修教科についてはそれまでの5段階の相対評髄(集聞に準拠した評価、最密には、絶対評価を加味した相
対評価)から5段階の絶対評髄(目標に準拠した評価)に変更になった。これにより、中学校の通知表で
観点5j1J評髄と併用されている総合評価(総合評定)についても、王子成14年度には既に絶対評価に変更され
ていたと思われるが、前回の調査ではその点に関して集計・分析をしていなかった。そこで、今田の調査
では、総合評価の評価基準と評価段階が通知表に明示されているかを明らかにすることを目的に加えるこ
とにした。
方法
( 1 )調査対象授と讃査手続き
佐賀県下の全公立小学校175校及び全公立中学校96校の計271校(分校を絵く)に対し、郵送で各校長宛
に平成19年度用通知表(全学年分)のコピー(両面)の送付を依頼した。依頼状には、返信用郵送費とし
て90円切手を開封し、不足額がある場合には後日切手で糧算する旨を付け加えた。その結果、小学校121校
(送付率69.1%)と中学校73校(送付率76.0%)の計194校(送付率71.6%)より通知表の送付があった。
なお、コピーの送付を依頼したにもかかわらず、現物を送付してきた学校や、平成19年度用通知表の保存
がないために、平成20年度用通知表のコピー又は現物を送付してきた学校も、少なからずあった。また、
郵送費の不足額は30~150円とまちまちであった。
(2) 調査時期平成20年9 月 ~10月
結果と考察
( 1 )小学校における総合評舗と観点別評髄の実施形式 (Table1参照)
全学年で観点加評価のみを実施する小学校が、平成19年度では平成14年度と開様に9割を越えている。
昭和54年度と平成元年度にはさまざまな実施形式が見られたのであるが、平成9年度から、全学年観点5j1J
評価のみという形式と、指導要録と向じ形式に2極化し、しかも、平成9年度では前者の形式が4分の3
となっていたが、平成14年度以得、小学校では観点制評価を重視するという傾向がますます強まっている。
既に、小学校の通知表では観点加評価のみになりつつあると言っても過書ではなさそうである。なお、通
知表のコピー又は環物の送付があった121校のうち、 1校は在籍児童がl名の超小規模校であったため、
Table 1の集計からは除いている。
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Table 1 小学校における総合評髄と観点別評価の実旗形式
(昭和54年度、平成元年度、平成9年度、平成14年度、平成19年度)
同一形式 学年段階別形式
総合評鏑 観点別 総合・観点 f正:観点 低:観点 低:1芹用 低-総合
1口』 言十
のみ 評舗のみ 別併用 主m5i二}_，L口』 :併用 主f!}{主〉トぷ口〉 :併用
昭和54年度
70校 20校 30校 17校 6校 10校 153校
(45.8%) (13.1 %) (19.6%) (11.1%) (3.9%) (6.5%) (100.0%) 
王子成元年度
17校 38校 46校 21校 21校 7校 150校
(11.3%) (25.3%) (30.7%) (14.0%) (14.0%) (4.7%) (100.0%) 
平成9年度
101校 33校 1341:交
(75.4%) (24.6%) (100.0%) 
平成14年度
86校 7校 93校
(92.5%) (7.5%) (100.0%) 
平成19年度
113校 7校 120校
(94.2%) (5.8%) (100.0%) 
(2)小学校における観点部評舗の実施パターン及び到議度評価の実施状流 (Table2参熊)
平成19年度において比較的実施校が多いパターンがC (1・ 2年共通、 3・4年共通、 5・6年共通)、
日(全学年学年ごと)、 N (1年 l 学期用、 1 年 2 ・ 3 学期共通、 2~6 年共通)、 z (全学年学期ごと)
の4パターンである点は、平成9年度や平成14年度と向様であり、大きな変化はないと蓄える。今回新た
に現れたパターンは、 D' (1・ 2年共通、 3・4年学年ごと、 5・6年共通)、 E' (1 . 2年学年ごと、
3~6 年共通)、耳'(1・ 2 年学年ごと、 3 ・ 4 1J三共通、 5 ・ 6 年学年ごと)、 N' (1年l学期用、 l 
2・3学期共通、 2年用、 3・4年共通、 5・6年共通)、 Q' (1年学期ごと、 2~4年学年ごと、 5 ・
6 1J三共通)の 5 パターンであったが、いずれも 1~2校であり、少数例であった。
観点別評価の全パターンのうち、学期ごとに観点が異なる到達度評価形式をいずれかの学年で取り入れ
ているのは、 K~Z の各パターンである。これに関して 3 つの年度を比較してみると、平成 9 年度は88校
(65.7%)、平成14年度は54校 (58.1%)、平成19年度は54校(44.6%)であり、実施率は年々減少している。
また、全学年で到達度評価形式の通知表を発行しているのはパターンZであるが、これに関しでも、 41校
(30.6%)、22校 (23.7%)、23校 (19.0%) と実施率は年々減少傾向にある。
これらのことから、小学校で観点別評価を重規する傾向は定着しつつあるものの、最初の3自の調査で
見られた到達度評価の増加傾向は、頭打ちの状態というよりもむしろ減少傾向に転じたと言わざるを得な
いようである。やはり、各学年の各学期で異なる観点を用意することの慎雑さが敬遠されているのであろ
うか。
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Table2 小学校における観点別評価の実施パターン
(平成9年度、平成14年度、平成19年度)
観点の共通性 平成9年度
全学年共通 2校
1 ・ 2 年共通、 3~6 年共通 l校
1・2年共通、 3・4年共通、 5・6年共通 18校
1・2年共通、 3・4年共通、 5・6年学年ごと
1・2年共通、 3・4年学年ごと、 5・6年共通
1~3 年学年ごと、 4~6 年共通 l校
1 " 2 年学年ごと、 3~6年共通
1 " 2年学年ごと、 3・4年共通、 5・6年共通 2校
1 ・ 2 年共通、 3~6年学年ごと
全学年学年ごと 16校
1・2年学年ごと、 3・4年共通、 5・6年学年ごと
l 年 l 学期なし、 l 年 2 ・ 3 学期共通、 2~6 年学年ごと 3校
l 年 1 学期なし、 1 年 2 学期~2 年共通、 3~6年学年ごと l校
1 年 I 学期用、 l 年 2 学期~2 年共通、 3~6年共通 l校
l 年 l 学期用、 i 年 2 学期~2 年共通、 3 ・ 4 学年共通、 5 ・ 6 年共通 2校
l年 1学期用、 l 年 2 学期~2 王手共通、 3~6 年学年ごと 1校
1 i!三 l 学期用、 l 年 2 ・ 3 学期共通、 2~6年学年ごと 21校
l年l学期用、 1王手2・3学期共通、 2年用、 3・4年共通、 5"6年共通
l年1" 2 学期学期ごと、 i 年 3学期~2年共通、 3 ・ 4 学年共通、 5 ・ 6 年共通 l校
l 年学期ごと、 2~6 年共通 2校
l年学期ごと、 2年用、 3・4年共通、 5・6年共通
1 年学期ごと、 2~4 年学年ごと、 5 ・ 6 年共通
I 年学期ごと、 2~6 年学年ごと 4校
l 年学期ごと、 2~5 年学年ごと、 6 年学期ごと l校
1 " 2年学期ごと、 3・4年共通、 5・6年共通 2校
1 ・ 2 年学期ごと、 3~6年学年ごと 9校
1~3 年学期ごと、 4~6 年共通 1校
1~3 年学期ごと、 4 年吊、 5 ・ 6 年共通 l校
1~4 年学期ごと、 5 ・ 6 年学年ごと l校
全学年1・3学期共通、 2学期用
全学年学期ごと 41校
2年生のみ在籍
2校
l口』 言十 134校
平成14年震 平成19年慶
l校
l校
10校 22校
l校 11交
l校
l校
2校 1校
2校 1校
18校 25校
l校
4校 9校
3校 4校
2校
18校 16校
l校
l校
3校 2校
2校
2校 3校
2校 3校
1校
22校 23校
l校
l校 3校
93校 121校
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(3 )中学校における総合評価と観点、別評価の実施形式 (γable3参摺)
平成9年度にまだ2割近く残っていた総合評価(総合評定)のみという通知表は、平成14年度以降完全
になくなり、すべての中学校が総合評価と観点別評価を併用する形式になっている。平成3年の指導要録
改訂で、 r1評定Jr豆観点別学菅状況」から r1観点別学習状況Jr I評定Jに変更されたように、総合評
舗よりも観点別評価を重視する傾向の強まりにより、中学校でも観点別評価をやらざるを得なくなったか
らであろう。しかし、それで、も、小学校でほとんどを占める観点加評価のみという通知表は今西も皆無で
あった。高校入試の諦査書(内申書)で総合評価(総合評定)が求められている以上、たとえそれが平成
13年の指導要録改訂で相対評価から絶対評価に変わったとしても、やはり中学校で総合評儲(総合評定)
を無くすわけにはいかないと考えられているのであろう。
Table3 中学技における総合評価と観点別評価の実施形式
(平成元年度、平成9年度、平成14年度、平成19年度)
総合評価 総合・観点別
不明
のみ 併用
59f:交 24校 l校 84校
平成元年度
(70.2%) (28.6%) (1.2%) (100.0%) 
13校 63校 76校
平成9年度
(17.1 %) (82.9%) (100.0%) 
42校 42校
王子成14年度
(100.0%) (100.0%) 
73校 731交
平成19年度
(100.0%) (100.0%) 
ムー
(4)中学校における観点別評価の実施時期 (Table4参照)
観点別評価を行う時期に関しては、平成9年度には学期末のみや2・3学擦のみという中学校もかなり
見られたのであるが、今臨は平成14年度と同様に9部以上が毎学期実施している。ここにも、平成3年の
指導要銀改訂により中学校でも観点目Ij評価を重視するようになった傾向が表れている。
平成9年度
平成14年度
平成19年度
Table4 中学校における観点別評髄の実施時期
(平成9年度、平成14年度、平成19年度)
学期末のみ 2.3学期のみ 毎学期 不明
28校 7f:交 28校
(44.4%) (11.1 %) (44.4%) 
3校 39校
(7.1 %) (92.9%) 
3校 67校 3校
(4.1 %) (91.8%) (4.1 %) 
合計
63校
(100.0%) 
42校
(100.0%) 
73校
(100.0%) 
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(5)中学校における観点別評備の評値観点 (Table5参鰐)
観点別評価を行う場合の評舘観点については、王子成9年度や王子成14年度と今回とではほとんど変化は見
られない。すなわち、観点として指導要録の語勾観点をそのまま用いている中学校も約3割見られる一方、
7説近くの中学校では観点が教育自標(評価自標)そのものである文観点を用いている。しかしながら、
小学校の場合と異なり、学年ごとや学期ごとの観点を用いている中学校は皆無であり、すべての中学校が
3学年共通の文観点又は語句観点を用いていた。
Table5 中学校における観点別評舗の評錨観点
(平成9年度、平成14年度、平成19年度)
要録観点 準要録観点 文観点 合計
21校 2校 40校 63校
平成9年度
(33.3%) (3.2%) (63.5%) (100.0%) 
12校 30校 42校
平成14年度
(28.6%) (71.4%) (100.0%) 
25校 48校 73校
平成19年度
(34.2%) (65.8%) (100.0%) 
(6 )中学校における総合評億の評価基準と評錨段階の明示 (Table6参照)
必修教科の総合評価(総合評定)の成績が5段措の絶対評価であることが通知表に明示されている通知
表は、約2説しかないことが明らかになった。 5段階であることだけが明示されているものは約35%であ
り、約4割は評価基準はおろか評価段階すら明京されていなかった。なお、 5段階の3として fふつうで
ある」と表現されている学校が3校 (4.1%)あり、これは相対評価としての表現であると言わざるを得な
いが、実際には観点7JU評髄の成議を総合した絶対評価が行われている可能性が高い。
また、 5段階以外の許髄段措もあり得るかと考えていたが、それは全くなかった。
Table6 中学校における総合評価の評価基準と評備段轄の現示
(平成19年度)
5段階 その他の段階 明示無し 計
絶対評価
15校 15校
(20.5%) ( 20.5%) 
相対評価
3校 3校
(4.1 %) ( 4.1%) 
明示無し
26校 29校 55校
(35.6%) (39.7%) ( 75.3%) 
言十
44校 29校 73校
(60.3%) (39.7%) (100.0%) 
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終わりに
第lに、小学校の通知表については、ほとんどの学校が全学年で観点別評価のみを行っており、その点
は、平成14年度とほとんど変化はなかった。しかし、気になるのが、昭和50年代以降、全国的にも、佐賀
県においても増加傾向にあった部達度評髄形式の通知表が、王子成9年度、平成14年度、平成19年度と近年
減少傾向にあることである。確かに、全学年で毎学期異なる観点を用意することは大変な作業であり、教
育現場の多忙さを考えれば、理解できないことはない。しかし、そもそも通知表を何のために発行してい
るかという通知表の機能を考えたとき、どこができていて、どこができていないかがより具体的にわかっ
てこそ、子どもたちの学習を動機づける f学習の機能」も、保護者に子どもたちの学習の様子を知らせる
f連絡の機能Jも果たせるはずである。現に、今でも全学年到達度形式の通知表 (2パターン)を発行して
いる小学校も、 23校存在するのであるから、多くの小学校が努力を惜しむことがないことを願いたい。
第2に、中学校においては、既に!日態依然たる総合評価のみの通知表は完全になくなり、すべての学校
で総合評備だけでなく、観点別評舗が併用されていることは望ましいことである。しかし、観点7J1j評健の
観点、が指導要録の語句観点をそのまま用いている中学校が、今でも約3割残っていることは残念であると
ざるを得ない。評価情報は具体的であればあるほどフィードパック効果が大きいことは、言うまでも
ない。詩句観点よりも文観点の方が具体的であるし、文観点でも、 3学年共通の観点よりも学年ごと、さ
らには学期ごとの観点の方がより具体的で、あり、フィードパック効果も大きいのである。その意味では、
約7割の中学校が文観点を用いているが、すべて3学年共通の観点であり、いささか淋しい気がしないで
もない。学期ごとは無理で、あっても、せめて数校だけでも学年ごとの観点を検討してもらうことを期待し
たい。
第3に、今回初めて百的に加えた、中学校における総合評舗の評舗基準と評価段階の明示であるが、両
方とも明示している学校が2割しかないことは、正藍驚きで‘あった。評備段階すらないのは論外であるが、
記載されている数値が相対評価の成績なのか、絶対評価の成績なのか明示されていないのは、やはり問題
であろう。併記されている観点別評価が3段階の絶対評価であることは、ほとんどの通知表で明示されて
いるから、総合評備も恐らくそれらを総合した絶対評価であろうということを推測することはできるが、
すべての生徒や保護者にそれが伝わるとは限らない。特に、平成13年の指導要録改訂で、 iI評定」が相対
評価から絶対評価に変わり、その影響で通知表だけでなく、高校入試の苦言査書についても、ほとんどの都
道府県で、絶対評価に変わったのだから、そういう大きな変更については通知表の上でも明示すべきだと思
われる。
最後に、今閤の閤収率であるが、前田に比べるとかなり向上した。その理由として、今国はアンケート
への回答を依頼しなかったこともあるし、通知表の現物でなくコピーの送付を依頼したことも考えられる。
さらに、もう一つの理由として考えられるのが、郵送費の精算方法である。以前の調査では、依頼する時
にある程度の金額の返信用切手を開封し、不足分だけを後日切手で精算する方式をとっていたが、諮問は、
すべて後自に切手で精算する方式にしてしまったために、費関紙や通知表を送付してくれる学校が減った
のではないかと思われた。そこで、今聞は以前と伺様に、依頼状に90円切手を同封し、不足分だけを精算
する方式に廃したことも、回収率が向上した理由の一つではないかと考えられる。ただ、コピーしたもの
を折り曲げれば定形郵便物として90円切手で済むにもかかわらず、折り曲げないで、非定形郵便物(l20~240
丹)として送付してくれた学校も少なくなかったので、依頼状にその辺のことについても書くべきであっ
たと反省した次第である。
8 撫尾知{言
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